様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　2024年　3月　7日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） びーうぃず　　　   
一般事業主の氏名又は名称 ビーウィズ株式会社 
（ふりがな）もりもとこういち    
（法人の場合）代表者の氏名  森本　宏一  印   
住所　〒163-1032　東京都新宿区西新宿3-7-1新宿パークタワー32F

法人番号　6011101029715　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画2025

	公表日
	2023年7月13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
HOME > IR情報 > 中期経営計画https://www.bewith.net/ir/others.html
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS94590/88e444a4/d7e7/4f6d/9f6b/36bf23cf6872/20230713113056370s.pdf
P5、9、13、63～65

	記載内容抜粋
	社会情勢を鑑み、経営ビジョンやビジネスモデルの方向性を策定し、企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定している。

昨今の社会的なデジタル活用の流れは活発化しており、当社の所属するコンタクトセンターBPO業界においては、オンライン化等による接客をコンタクトセンターに集約による機会の増加も見られる。競合各社においては、サービス品質向上のため音声認識等AI技術の装備の動きなどがある。その中で、当社はアウトソーサーとして唯一自社開発しているクラウド型PBX Omnia LINK（電話システム～音声認識～FAQシステム等までをオールインワンで提供）やその他自社開発システムを活かした差別化が重要であると認識している。
さらには、将来的にはコンタクトセンター・BPO業界においては、生成AIの活用が進むことが見込まれ、人はAIを活用しながらより難易度の高い業務や売上貢献度の高い領域を行うことになると想定している。これからの方向性としてはAIを活用しながら、有資格者など、これまで以上に高度な対応が可能な人材を育成する必要がある。

当社はこのような社会及び競争環境の変化を踏まえ、経営ビジョンとして「根元から新芽まで健康に成長し続ける会社」を掲げている。
新芽（新規事業）であるOmnia LINKの販売やOmnia LINKを活用した高度なコンタクトセンター・BPOの運営により、日本の生産性の向上及び人材の育成を目指す。
社会の根元を支える事業としては、「コンタクトセンター事業の社会的インフラの側面」を自覚し日本のサービスを支え、クラウドシステムであるOmnia LINKの特性を活かし、在宅コンタクトセンターをさらに拡大する。それによって、「どこに住んでいても働ける環境」を提供し、労働力人口の不足する日本における人材の確保に貢献する所存である。
Omnia LINK外販事業は既存事業であるコンタクトセンターBPO事業よりも収益性が高いことから、Omnia LINKの外販事業の売上構成比率を高めることで、全社の収益性が高まることから、次の3年においては、営業利益率が改善する見通しとしている。この計画が実現することで時価総額の拡大につながり、ステークホルダーへの還元も可能になると考えている。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会において決議した中期経営計画及びDX戦略の内容に基づいている。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①中期経営計画2025
②当社HP「ビーウィズのDX戦略」
③有価証券報告書－第24期(2022/06/01－2023/05/31)

	公表日
	①2023年7月13日
②2021年8月31日
③2023年8月31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
①HOME > IR情報 > 中期経営計画https://www.bewith.net/ir/others.html
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS94590/88e444a4/d7e7/4f6d/9f6b/36bf23cf6872/20230713113056370s.pdf
P36、43～44、51、53
②HOME > 会社情報 > ビーウィズのDX戦略https://www.bewith.net/company/dx-strategy.html
Bewith2.0 – Omnia LINK –
Bewith3.0 – デジタルラボ長崎 –
③HOME > IR情報 > 有価証券報告書等法定開示資料
https://www.bewith.net/ir/securities.html
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS94590/cb3b0a86/3cd5/4dbd/b0df/9c997fe6c486/S100RS7S.pdf
P10～12、40、41

	記載内容抜粋
	（補足）
当社の事業は、当社は顧客のコンタクトセンター等の一部プロセスをお預かりし、代行して運営するビジネスモデルのため、サービス提供のプロセスの中に、デジタルを活用することによって当社のオペレーション自体の生産性向上、品質向上、コスト削減につながることが前提となっている。

③当社の事業の特徴は、自社開発のPBX Omnia LINKを保有している点にある。 PBXは、コンタクトセンター運営には必要不可欠なシステムだが、日本のPBX市場においては、長年米国のメーカーの寡占状態にあった。当社グループでは自社のコンタクトセンターシステムのコスト削減・高機能化を目的に2016年に株式会社アイブリット社を買収し、自社開発PBXとしてOmnia LINKを開発した。（P10）
当社グループでは、自社の受託業務の中でOmnia LINKを活用している。Omnia LINKは社内で3,000ライセンス強（2023年５月実績）が利用されており、Omnia LINKの活用を通してコンタクトセンターから開発部門にダイレクトに改善要望を上げている。この改善要望を満たすことで、Omnia LINKは機能強化を重ねてきた。そのような取り組みから、Omnia LINKの機能は、基本的な電話の受発信の機能やCRM機能（Customer Relationship Management：顧客管理システム）だけでなく、コンタクトセンターにおける通話音声のリアルタイムテキスト化や、AIによる自然言語処理（人間が日常的に使っている自然言語をコンピューターに処理させる一連の技術）を用いたFAQレコメンデーション（それまでの会話内容から予測される想定問答の提示）まで広がっている。（P11）
Omnia LINKは以下３点の要因から当社グループの競争力の源泉となっている。
[1] システム内製化によるコスト削減
PBXの調達そのものを内製化したことにより、拠点新設や増強時のコストについて、その規模にもよるが10百万円～100百万円程度のコスト削減が可能となった。
[2] 柔軟な拠点戦略
当社グループのコンタクトセンター新拠点は、標準PBXとしてOmnia LINKを利用している。従来のPBXの場合、筐体やライセンスの納品まで時間を要すため、拠点新設の意思決定から実行までのリードタイムが長期化していた。Omnia LINKは自社開発かつクラウド型のため最短数日での導入が可能。これにより拠点新設や増強のリードタイムが大幅に改善した。その結果、顧客の要望に沿った業務実施場所の柔軟性の獲得とともに、サテライトオフィスや在宅を活用した運営も可能となった。顧客提案時における機会損失を防止し、タイムリーな提案を行うことで受注を拡大し、コンタクトセンターサービスの成長につなげている。機会を逃ずに高収益案件を獲得することができるため、1席あたりの月次売上高（注：アウトソーシング業務の月次売上高/月次稼働席数。オペレーションブースの収益面での効率性を現す指標）もOmnia LINKの利用拡大とともに増加傾向にある。新型コロナウイルス感染拡大の状況下においては、自社のクラウドPBXを保有していたことから、感染拡大の早い局面（2020年６月頃）の時点で在宅コンタクトセンターサービスである「Bewith Digital Work Place（ビーウィズデジタルワークプレイス）」を開始した。2023年５月時点で1,400名強のオペレーターが在宅でのオペレーションを行なっており、オペレーターの安全性の確保、BCP対策、柔軟な増席対応につながっている。
[bookmark: _GoBack][3] Omnia LINK外販を通じた売上・利益の増大
自社でOmnia LINKを利用するだけでなく、Omnia LINKそ のものをクラウドサービスとして外部企業へ販売する戦略を採用したことで、より安定した全社収益確保の一助となり、当社グループの業績に貢献している。（P11、12）

(補足)
②Omnia LINKはオペレーターとお客様の応対内容をテキスト化し、蓄積している。そのため、ソーシャルデータ、オープンデータや、顧客セグメント等の組み合わせによって、お客様の声を分析することが可能。これを当社では「VoC(Voice of Customer）アナリティクス」と呼んでいる。VoCアナリティクスによって、企業にとって気づくことが難しかった企業としての気づきを生のお客様の会話から得ることで、お客様ニーズにあった新たな製品開発に貢献することが可能。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	有価証券報告書に記載の内容を含め、取締役会において決議した中期経営計画及びDX戦略の内容に基づいている。



[bookmark: _Hlk157509692]　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
①HOME > IR情報 > 中期経営計画https://www.bewith.net/ir/others.html
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS94590/88e444a4/d7e7/4f6d/9f6b/36bf23cf6872/20230713113056370s.pdf
P43～44、51、53
②HOME > 会社情報 > ビーウィズのDX戦略https://www.bewith.net/company/dx-strategy.html
Bewith2.0 – Omnia LINK – 滋賀大学との取組
Bewith3.0 – デジタルラボ長崎 –

	記載内容抜粋
	当社は、戦略の推進に必要な体制を構築しており、人材の育成・確保も重要な要素として捉えている。

①当社は戦略を推進するために、デジタル技術活用のアイディアや事例を各拠点から吸い上げるボトムアップ型の環境を整備し、仕組化している。各拠点にデジタル推進メンバーを配置し、RPA等デジタルツールを用いた自動化や効率化のアイディアを、CDO（Chef Digital Officer）を責任者とするDX推進選任組織へ提案する。DX推進選任組織では拠点からのアイディアを元に検証した後、拠点へデジタルツールを活用するための環境を提供。これによりデジタル活用で得られた効果はDX推進選任組織で管理している。（P51）
（補足）
体制として、当社は、DXの推進をミッションとする責任者として執行役員CDO（Chief Digital Officer）、研究開発を統括する責任者として執行役員CASO（Chief Alliance Officer）、ITに関する統括責任者として執行役員CIO（Chief Information Officer）を任命し、定期的に取締役会や経営会議の場で経営層へ報告されている。（関連P43、44）
デジタルによる効率化、付加価値の提供が可能なスキル を発揮できる人材（「Bewith2.0人材」）の育成を行っている。当社では、コンタクトセンター・BPOの構築・運営を行うスーパーバイザーをはじめ、全部門の社員が、デジタル技術を駆使した効率化を促進できるよう、リスキリング研修を行っている。デジタルリテラシーや、ビジネススキルをアップデートし、実業務での「課題発見」から「改善提案」までを行うことを目指したプログラムにより、事業の生産性向上と高度化につなげる。（P53）

②外部と連携においては、滋賀大学において、「声の印象分析」を実施。当社のOmnia LINKでテキスト化された音声とテキストから機械学習により印象を自動評価する研究を行っている。人材の育成・確保に関しては、当社グループ会社にてシステムエンジニア機能の拡充や育成体系を整備している。また、デジタル技術を駆使した新しいプロダクト開発・サービス提供を目的とした「デジタルラボ長崎」を開設し、DXを支える人材として地域の学生を積極的に採用している。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
①HOME > IR情報 > 中期経営計画 https://www.bewith.net/ir/others.html
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS94590/88e444a4/d7e7/4f6d/9f6b/36bf23cf6872/20230713113056370s.pdf
P36
③HOME > IR情報 > 有価証券報告書等法定開示資料https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS94590/cb3b0a86/3cd5/4dbd/b0df/9c997fe6c486/S100RS7S.pdf
P40、41

	記載内容抜粋
	①戦略の推進のための環境整備として、投資計画を公表しており、人的投資、設備投資及びR&Dを優先する。（P36）
②当社グループは、既存事業である「コンタクトセンター・BPOサービス」の高度化を図り、顧客の環境に合わせた新 たな価値創造型DXをご提供するべく、サービス開発・研究活動に取り組んでいる。（P40）
コールセンター施設の新設及び増床、コールセンター拠点における機器のリプレイス及びコールセンター施設の新設・増床、に伴う工具、コールセンター利用システム、顧客関連投資、情報セキュリティ強化に伴うソフトウエア等への設備投資を行ったことを公表。（P41）
（補足）
人的投資では、デジタル人材の質・量の向上のための教育や研修、待遇改善等を実施し、設備投資やR&Dでは、Omnia LINKの機能拡充や、高度なコンタクトセンター・BPOを実現する新たなシステムの開発や導入を進める環境を整備する。



[bookmark: _Hlk156817069](3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画2025

	公表日
	2023年7月13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
HOME > IR情報 > 中期経営計画 https://www.bewith.net/ir/others.html
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS94590/88e444a4/d7e7/4f6d/9f6b/36bf23cf6872/20230713113056370s.pdf
P17、35、51

	記載内容抜粋
	当社はデジタル技術を活用した戦略の達成度を測る指標を以下のとおり定めている。

・デジタル効率化時間　26/5期までに34万時間
業務プロセスの一部をRPAなどで自動化することで、人の手作業を減らし業務の効率を高めた時間のKPIを設定。

・Omnia LINK 外販ライセンス数　26/5期までに12,000ライセンス
収益性の高いOmnia LINK外販の売上高比率を増やすことで、全社の収益性の改善を図る所存である。

・Bewith Digital Work Place　26/5期までに3,000名
人手不足対策や新しい働き方が浸透する中、全国を母集団として採用活動が可能な在宅コンタクトセンターサービス「Bewith Digital Work Place」の在宅オペレーターを増員する方針。これは、クラウド型のPBXであるOmnia LINKを保有することから実現している施策であり、より多くの人材を在宅化していくことを目指す。



[bookmark: _Hlk157511027](4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年1月26日

	発信方法
	ビーウィズ株式会社　コーポレートサイト
「トップメッセージ」
https://www.bewith.net/ir/message.html

	発信内容
	当社の経営トップである代表取締役社長が自ら対外的に情報発信を行い、リーダーシップを発揮している。以下に当社HP「トップメッセージ」を抜粋して記載。

＜抜粋＞
コンタクトセンター・BPO事業では、AIやRPAを用いたデジタル化による業務効率化、クラウド型のPBX「Omnia LINK」の特性を活かした在宅コンタクトセンター運営など、高度システムの利用による生産性の向上により、お客様企業のCX向上をご支援し、また、自社内での利活用を通じて機能の高度化を実現したOmnia LINKは、お客様企業の音声認識機能による業務効率化やVOC活用のニーズを捉え、システムのみをご利用いただくケースも増加しております。
デジタル化やDX（デジタルトランスフォーメーション）の取り組みが急速に進むなかで、 SI領域の更なる拡大を目指し、2022年4月には長崎にデジタル開発拠点を開設いたしました。新たなDX社会に向けて、新しいコミュニケーションの在り方を洞察し、メタバースやWeb3の活用など新たなソリューション・サービスのご提供にも取り組んでまいります。
変化する時代のテクノロジーと人の知恵や能力が生み出せる価値は無限です。テクノロジーを活用し、人の成長、多様性を活かすプラットフォームを構築することで、更に人とテクノロジーの可能性を広げていくことこそ、ビーウィズが実現する持続可能な社会となると考えております。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2018年6月頃　～　継続して実施

	実施内容
	実務執行総括責任者（経営者）は、取締役会や経営会議の中で、DX実現に向けた取り組みの検討、議論および意思決定等主導的な役割を果たしており、情報システムの新規開発の必要性等について課題を把握している。
また、当社子会社である開発会社の社外取締役は当社社員（取締役・執行役員・監査部長等）が大半を占めており、最新のデジタル技術の情報を提供するとともに、ITガバナンスの観点からも確認を行っている。
これらの取り組みは戦略の見直しに反映されている。

※「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに入力済。



[bookmark: _Hlk157511801]　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2018年6月頃　～継続して実施


	実施内容
	当社は、 ISO27001認証を取得しており、ISMSの規格に沿ってセキュリティスタンダードを規定し、各種対策を定めて実施している。
規定に沿って内部監査を年１回、セルフ監査（自己点検）を年１回行い、外部組織による監査は年２回行っている。
※ 実施内容を補足する資料として、「ISMS内部監査手順書」及び「マネジメントレビュー（抜粋）」を添付する。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

